
公  告 

  

福岡県が発注する建設工事について、次のとおり一般競争入札に付します。 

 

   令和７年６月１９日 

                                                                 福岡県知事 服部 誠太郎 

１ 工事名 

  嘉麻警察署大隈職員住宅解体工事 

  

２ 工事場所 

  嘉麻市牛隈１９４６－１ 

 

３ 工事概要 

解体工事（鉄筋コンクリート造、３階建、延床面積898.59㎡の解体工事） 

 

４ 工期 

  契約締結日の翌日から令和８年３月２７日まで 

 

５ 工事の発注方式 

⑴ 本工事は、入札時に施工計画等に関する技術資料を受け付け、価格以外の要素と価格を総合的に 

評価して落札者を決定する総合評価方式（簡易型）の対象工事である。 

  ⑵ 本工事は、最低制限価格制度を適用せず、低入札価格調査制度を適用する。 

⑶ 本工事は、低入札価格調査の対象となる調査基準価格（以下「調査基準価格」という。）及び失

格基準価格（以下「失格基準価格」という。）を設けている。 

なお、詳細は「福岡県建設工事低入札価格調査試行要領」（以下「低入札価格調査試行要領」と

いう。）による。 

⑷ 本工事は、受注者が工事着手前に発注者に対して週休２日に取り組む旨を協議したうえで工事を

実施する週休２日促進工事（受注者希望方式）の減額方式である。 

なお、減額方式とは、４週８休を前提に労務費を補正した工事費を積算して予定価格を作成し、

４週８休以上が達成できなかった場合は、現場閉所の達成状況に応じて請負代金を減額変更するも

の。 

⑸ 本工事において、建設業法第２６条第３項第１号の規定の適用を受ける主任技術者等（以下、「専 

任特例１号技術者」という。）を配置する場合は、監理技術者制度運用マニュアルに定められる資

格要件等を満足するものとし、かつ以下の要件をすべて満たすこと。 

ア  各工事の請負金額が１億円未満（建築一式工事は２億円未満）であること。 

イ  工事の工事現場間の距離が、同一の専任特例１号技術者がその１日の勤務時間内に巡回可能な 

ものであり、かつ当該工事現場と他の工事現場との間の移動距離がおおむね片道２時間以内であ 

ること。 

ウ  下請け次数が３を超えていないこと。 

エ  当該建設工事に置かれる専任特例１号技術者との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以 

下、「連絡員」という。）を現場に置くこと。なお、土木一式工事又は建築一式工事の場合の連 

絡員は、当該工事と同業種の建設工事に関し、１年以上の実務経験を有するものであること。 



オ  CCUS等により、専任特例１号技術者が遠隔から現場作業員の入退場が確認できる措置を講じて 

いること。 

カ  人員の配置の計画書を作成し、現場着手前に監督員に提出したうえで、工事現場ごとに備えお 

くこと。 

キ  専任特例１号技術者が、当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をするために 

必要な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器（スマートフォン等）が設置され、当該機器 

を用いた通信を利用することが可能な環境が確保されていること。 

ク  兼務する工事の数は２件を超えないこと。 

⑹ 本工事において、建設業法第２６条の５の規定の適用を受ける営業所技術者又は特定営業所技術 

者（以下、「営業所技術者等」という。）が工事現場の主任技術者等を兼務することについては、 

監理技術者制度運用マニュアルに定められる資格要件等を満足するものとし、かつ以下の要件をす 

べて満たすこと。 

ア 営業所技術者等が置かれている営業所において、請負契約が締結された建設工事であること。 

イ 工事の請負金額が１億円未満（建築一式工事は２億円未満）であること。 

ウ 営業所と工事現場の距離が、同一の営業所技術者等がその１日の勤務時間内に巡回可能なもの 

であり、かつ営業所から当該工事現場との間の移動距離がおおむね片道２時間以内であること。 

エ 下請け次数が３を超えていないこと。 

オ 当該建設工事に置かれる営業所技術者等との連絡その他必要な措置を講ずるための者（以下、 

「連絡員」という。）を現場に置くこと。なお、土木一式工事又は建築一式工事の場合の連絡員 

は、当該工事と同業種の建設工事に関し、１年以上の実務経験を有するものであること。 

カ CCUS等により、営業所技術者等が遠隔から現場作業員の入退場が確認できる措置を講じている 

こと。 

キ 人員の配置の計画書を作成し、現場着手前に監督員に提出したうえで、工事現場ごとに備えお 

くこと。 

ク 営業所技術者等が、当該工事現場以外の場所から当該工事現場の状況の確認をするために必要 

な映像及び音声の送受信が可能な情報通信機器（スマートフォン等）が設置され、当該機器を用 

いた通信を利用することが可能な環境が確保されていること。 

ケ 兼務する工事の数は１件を超えないこと。 

⑺ 本工事は、入札手続（競争参加資格確認申請書の提出から落札者の決定まで）を電子入札システ 

ムで行う電子入札対象工事である。 

 

６ 契約に関する事務を担当する部局の名称及び所在地 

  ⑴ 入札手続に関すること  

   〒８１２－８５７６  福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

      福岡県警察本部総務部施設課契約係 

   電話番号 ０９２－６４１－４１４１ 内線２２８４ 

  ⑵ 工事に関すること 

    〒８１２－８５７６ 福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

      福岡県警察本部総務部施設課建設係 

      電話番号 ０９２－６４１－４１４１ 内線２３０３ 

 

７ 入札参加資格（地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項の規定に基づ 



き定める入札参加資格をいう。以下同じ。） 

解体工事について、「福岡県が施工する建設工事等の請負契約に係る競争入札に参加する者に必要

な資格（令和５年１２月福岡県告示第８０５号）」に定める資格を得ている者（令和７年度福岡県建

設工事競争入札参加資格者名簿（以下「入札参加資格者名簿」という。）登載者） 

 

８ 入札参加条件（地方自治法施行令第１６７条の５の２の規定に基づき定める入札参加資格をいう。

以下同じ。） 

  令和７年７月３日（木）現在において、次の条件を満たすこと。 

  なお、開札時点においても同条件を満たすこと。 

⑴ 地方自治法施行令第１６７条の４に該当する者でないこと。 

⑵ 福岡県建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要綱（昭和６２年６月３０日総務部長依命通達） 

に基づく指名停止（以下「指名停止」という。）期間中でないこと。 

なお、指名停止期間中でないこととは、入札参加申込受付の期限日から落札決定の日までの期間 

中に指名停止を受けていないことをいう。 

⑶ 福岡県建設工事競争入札参加者の格付及び選定要綱（昭和５４年９月２２日総務部長依命通達） 

第７条第２項の規定に基づく措置期間中でないこと。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者でない 

こと（更生手続開始の決定後又は再生手続開始の決定後、手続開始決定日以降の日を審査基準日と 

する経営事項審査に基づく入札参加資格者名簿の登載者を除く。）。 

⑸ 当該工事に係る設計業務等の受託者又は当該受託者と資本若しくは人事面において関連がある 

建設業者でないこと。 

⑹ 建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項に規定する営業所のうち主たる営業所を、 

飯塚県土整備事務所管内に有すること。 

⑺ 解体工事について、入札参加資格者名簿の業者等級別格付がＡであること。 

⑻ 解体工事業について、建設業法第１５条の規定による特定建設業の許可を受けていること。 

⑼ 平成２２年度以降に元請として、主たる構造が鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造 

の建築物を解体する工事で、１件当たり２，０００万円以上の工事を施工した実績（共同企業体に 

よる施工については、出資割合が２０％以上の工事に限る。）を有すること。 

⑽ 解体工事業について、監理技術者資格者証及び監理技術者講習終了証を有する者を監理技術者と 

して契約工期開始日から当該工事に専任で配置できること。ただし、現場説明書に専任を要しない 

期間の定めがある場合は、この限りでない。 

なお、建設業法第２６条第３項第２号の適用を受ける監理技術者の配置を認めない。 

                                

９ 総合評価に関する事項等 

⑴ 評価項目と評価基準 

別表１の各評価項目について、評価基準に基づき評価し加算する。 

  ⑵ 総合評価の方法 

   「８入札参加条件」を満たす入札参加者全てに標準点（１００点）を与え、さらに⑴により評価 

した評価項目について、０点から１０点の範囲で加算点を加えたものを技術評価点とし、さらに、 

低入札価格調査基準比較価格以上で入札した者には施工体制評価点（１.０点）を与え、その合計 

点を入札価格で除して得られた評価値により行う。評価基準は別表１のとおり。   



      標準点＋加算点＝１００点＋（０～１０点） 

      評価値＝【（標準点＋加算点）＋施工体制評価点（０点又は１.０点）】／【入札価格】 

  ⑶ 技術資料の作成  

    技術資料は入札説明書に基づき作成するものとする。 

 ⑷ 配置予定技術者のヒアリング 

   配置予定技術者に対するヒアリングを実施する。詳細は入札説明書による。 

  

10  入札説明書の交付 

  入札説明書等は、公告日から開札日まで福岡県警察ホームページからダウンロードすることにより

交付する。 

 

11 設計図書の配付 

  設計図面は、令和７年６月１９日（木）から同年７月３日（木）までの県の休日を除く毎日、午前 

９時００分から午後５時００分まで６の⑵の部局において配布する。希望者は、ＦＡＸにより申し込 

んだ後に受け取ること。 

 

12 入札参加申込みの受付 

⑴ 申込受付期間 

令和７年６月１９日（木）から同年７月３日（木）までの県の休日を除く毎日、午前９時００分

から午後４時３０分（ただし、受付最終日については、午後３時００分）まで 

  ⑵ 受付場所 

      ６の⑴の部局とする。 

⑶ 申込方法 

電子入札システムにより入札手続を行う者（以下「電子入札業者」という。）は電子入札システ 

ムにより提出するとともに持参又は郵送すること。また、紙での入札手続を行う者（以下「紙入札

業者」という。）は持参又は郵送すること。 

   郵送の場合は、書留郵便により令和７年７月３日（木）午後３時００分までに必着のこと。 

  

13 入札の日時、場所及び入札書の提出方法 

⑴ 日時               

電子入札システムによる入札は、令和７年７月１４日（月）から同年８月１２日（火）午後２時 

２０分までの電子入札システム稼働時間 

     紙での入札手続による入札は、令和７年８月１２日（火）午後２時３０分 

  ⑵ 場所 

      福岡県福岡市博多区東公園７番７号 

       福岡県警察本部入札室（地下１階北側） 

  ⑶ 入札書の提出方法 

ア 電子入札業者は電子入札システムにより提出し、紙入札業者は入札書を直接持参すること。 

   イ 入札執行回数は、１回とする。 

   ウ その他、入札説明書、入札心得及び福岡県電子入札運用基準の規定による。 

 

14 工事費内訳書の提出 



  入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書（細目まで記載のもの。以下同

じ。）の提出を求める。紙入札業者は入札時に工事費内訳書を提出すること。郵送又は電送による提

出は認めない。電子入札業者は電子入札システムにより提出すること。 

なお、入札に際し、工事費内訳書の提出がない場合は、入札に参加することができない。 

 

15 低入札価格調査票の提出 

入札に際し調査基準比較価格を下回る入札をする者（以下「低入札価格入札者」という。）は、その価格を

もって契約内容に適合した履行ができることを示す低入札価格調査票（以下「低入札価格調査票」という。）

を提出すること。 

紙入札業者は入札時に低入札価格調査票を提出すること。郵送又は電送による提出は認めない。電 

子入札業者は電子入札システムにより提出すること。 

   なお、低入札価格調査票の作成にあたっては低入札価格調査試行要領及び低入札価格調査資料作成 

要領に基づき作成すること。 

 

16 開札の日時及び場所 

  入札終了後、直ちに１３の⑵の場所において行う。 

 

17 入札保証金 

  見積金額（消費税及び地方消費税を含む額。以下同じ。）の１００分の５以上の入札保証金又はこ

れに代わる担保を納付又は提供すること。ただし、次の場合は入札保証金の納付が免除される。 

  ⑴ 保険会社との間に県を被保険者とする入札保証保険契約（見積金額の１００分の５以上）を締結 

し、その証書を提出する場合 

 なお、保険期間は開札の日から１４日間（県の休日を除く。）とする。 

  ⑵ 開札の日から過去２年以内に、本県若しくは本県以外の地方公共団体又は国（独立行政法人等を 

含む。）との同種・同規模の契約を履行（２件）したことを証明する書面を提出する場合 

 

18 契約保証金 

契約金額の１００分の１０以上（調査基準価格を下回った価格で契約を締結するときは、１００分

の３０以上）の契約保証金又はこれに代わる担保を納付又は提供すること。ただし、次の場合は契約

保証金の納付が免除される。 

  ⑴ 保険会社との間に県を被保険者とする履行保証保険契約（契約金額の１００分の１０以上（調査 

基準価格を下回った価格で契約を締結するときは、１００分の３０以上））を締結し、その証書を

提出する場合 

  ⑵ 保険会社、銀行、農林中央金庫又は予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００ 

条の３第２号の規定に基づき財務大臣が指定する金融機関（以下「保険会社等」という。）と工事 

履行保証契約（契約金額の１００分の１０以上（調査基準価格を下回った価格で契約を締結すると 

きは、１００分の３０以上））を締結し、当該保険会社等がその証書を提出する場合 

 

19 入札の無効 

  ⑴ 次の入札は無効とする。 

   ア 金額の記載がない入札 

   イ 法令又は入札説明書及び入札心得において示した条件等入札に関する条件に違反している入



   札 

   ウ 同一入札者が二以上の入札（他人のＩＣカードを使用しての入札を含む。）をした場合、当該 

   入札者のすべての入札 

   エ 所定の場所及び日時に到達しない入札 

   オ 電子入札の場合、入札者が有効な電子証明書を取得しておらず（紙での入札手続による場合は、

入札者又はその代理人の記名がなく）、入札者が判明しない入札 

   カ 金額の重複記載又は誤字若しくは脱字により、必要事項を確認できない入札 

   キ 入札保証金が17に規定する金額に達しない入札 

   ク 入札参加資格のない者、入札参加条件に反する者（競争参加資格の確認を受けた者で、その後

開札時点において指名停止期間中である者等入札参加条件に反した者を含む。）及び虚偽の申請

を行った者がした入札 

ケ くじ番号の記載がない入札（くじ番号の重複記載又は誤字若しくは脱字等により必要事項を確

   認できない入札を含む。） 

   なお、くじによる落札決定を要しない場合においても、くじ番号の記載がない又は必要事項を

   確認できない入札は無効とする。 

コ 入札書提出時に、工事費内訳書の提出がない入札 

サ 入札書に記載した入札金額に対応した工事費内訳書の提出がない入札 

シ 低入札価格入札者において、低入札価格調査票の提出がない入札 

 ⑵ 無効の入札を行った者を落札者としていた場合には落札決定を取り消す。 

 

20 失格基準価格 

  低入札価格調査試行要領第７条に基づき、失格基準比較価格を下回った価格で入札を行った者は、 

低入札価格調査を行わずに失格とする。 

調査基準価格の１１０分１００に相当する金額を調査基準比較価格とし、これに１００分の９９を 

乗じ、千円未満を切り上げた額を失格基準比較価格とする。この失格基準比較価格に当該価格の 

１００分の１０に相当する額を加算した金額を失格基準価格とする。 

 

21 落札者の決定方法 

⑴ 落札者の決定方法 

   ア 予定価格と失格基準価格の範囲内の価格をもって申込みをした者のうち、９の⑵によって得ら 

れた評価値の最も高い者を落札候補者とする。 

   イ 評価値の最も高い者が２者以上あるときは、くじにより落札候補者を決定する。 

   ウ 落札候補者の入札価格が調査基準比較価格以上であれば、その者を落札者として決定する。 

  エ 落札候補者の入札価格が調査基準比較価格未満であれば、落札者の決定を保留し、低入札価格 

調査を実施する。 

  オ 低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がなされると認めたときは、その者を落札 

   者として決定する。 

カ 低入札価格調査の結果、契約の内容に適合した履行がなされないと認めたときは、その者を失 

格とし、その者以外の者を対象として、順次ア以降の方法により落札者を決定する。 

⑵ 落札者決定通知 

  ア 時期 

    (ｱ)  上記⑴のウにより落札者が決定した場合 



     令和７年８月１２日（火） 

   (ｲ)  上記⑴のオ又はカの方法で落札者が決定した場合 

     令和７年８月下旬ころ（予定） 

イ 方法 

落札者が決定した場合は、直ちに入札書の提出を行った者に対し通知するとともに、当該入札 

結果を落札者決定日の翌日から６の⑴の場所において閲覧に供するほか、福岡県のホームページ 

に掲載する方法により公表する。 

 

22 本工事について、調査基準価格を下回った価格で契約する場合の条件 

⑴ 工事請負契約書（以下「契約書」という。）第４条第３項及び第６項に規定する契約保証金の額 

を、請負代金額（消費税及び地方消費税を含む額。以下同じ。）の１０分の３以上とすること。 

⑵ 契約書第５５条第２項に規定する違約金の額を、請負代金額の１０分の３とすること。 

⑶ 本工事で配置する主任技術者又は監理技術者は専任とし、契約書第１０条第２項に規定する現場 

代理人との兼任は認めないものとする。 

⑷ 現場代理人、主任技術者及び監理技術者は、他工事との兼任は認めないものとする。 

  なお、専任特例１号技術者、営業所技術者等及び監理技術者（専任特例２号）の配置は認めない 

ものとする。 

 

23 その他 

  ⑴ 詳細は、入札説明書による。 

⑵ 入札及び契約の手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

  ⑶ 入札に参加する者は、参加に当たって知り得た個人情報、事業者の情報及びその他の県の情報（公 

知の事実を除く。）を漏らしてはならない。 

  ⑷ 契約書作成の要否 

   要 

  ⑸ 入札参加者は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）、地方自治法施行令、福岡県財務規則（昭 

和３９年福岡県規則第２３号）、入札心得、その他入札契約に関する法令を遵守すること。 

⑹ 落札者は、契約書を契約担当者に提出する際に、契約書に規定する暴力団排除条項１項各号に該

当しないこと等について誓約する誓約書及び労働関係法令を遵守すること等について誓約する誓

約書を提出することとし、これらの誓約書を提出しない場合は、契約を締結しないものとする。 

  ⑺ 発注者が、競争性が確保されないと判断した場合のほかやむを得ない事由が生じた時には、入札 

を取り止める場合がある。 

  ⑻ 競争参加資格確認申請書、技術資料等に虚偽の記載をした場合、福岡県建設工事に係る建設業者

の指名停止等措置要綱別表その２に規定する不正又は不誠実な行為として指名停止措置を講ずる

ことがある。また、虚偽の記載をした者が行った入札は無効とし、この者を落札者としていた場合

は落札者決定を取り消すことがある。 

 ⑼ 配置予定技術者のヒアリング時に本人でないものが対応した場合も、⑻と同様とする。 

⑽ 低入札価格調査について、虚偽の書類を提出したと認められた場合は、その者の入札を無効とし

  た上で、福岡県建設工事に係る建設業者の指名停止等措置要綱別表その２に規定する不正又は不誠

  実な行為として指名停止措置を講ずることがある。 


